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1

令和5年度低所得世帯支援臨時給付金給
付事業
【物価高騰対策給付金】

1,888,300 0 0 1,882,000 6,300

令和５年度からの繰越事業で、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた令和
５年度住民税均等割非課税世帯に対し、1世帯あたり70,000円を給付しました。

給付金額　1,540千円
給付対象　令和5年度分の住民税非課税世帯対象者のうち22世帯×70千円
給付に係る事務費　349千円

2

低所得世帯・低所得子育て世帯支援臨時
給付金給付事業、定額減税臨時給付金給
付事業
【物価高騰対策給付金】

264,510,252 0 0 258,544,000 5,966,252

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響が続く中、低所得の方々の生活を維持するた
め、低所得者世帯への支援を行いました。

給付金額　245,700千円
給付対象　令和5年度住民税均等割のみ課税世帯387世帯×100千円
　　　　　　　令和6年度住民税非課税世帯147世帯×100千円
　　　　　　　令和6年度住民税均等割のみ課税世帯127世帯×100千円
　　　　　　　子ども加算370人×50千円
　　　　　　　定額減税を補足する給付の対象者6,891人（161,100千円）
給付に係る事務費　18,811千円

3

低所得世帯臨時給付金及び定額減税補足
給付金給付事業
【物価高騰対策給付金】

518,940 0 0 370,000 148,940

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響が続く中、低所得者世帯への支援を行うことによ
り生活を維持するため、住民税均等割が非課税の世帯に対し、１世帯30,000円、子ども1
人あたり20,000円の給付金を給付します。
令和６年度は、準備のため事務費のみを計上しています。

4

学校給食費無償化事業

48,885,300 0 0 41,522,000 7,363,300

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた子育て世代を支援するため、町内の認
定こども園、小学校、中学校の6ヶ月間（4月〜10月）の給食費等を無償化しました。

対象　1,930人
事業費　48,886千円

315,802,792 0 0 302,318,000 13,484,792合　　計

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業実績
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